（様式１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
質問書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　No.　　　
	商号又は名称
	

	所 在 地
	

	質 問 者
（連絡先）
	部　　　署
	
	電話番号
	

	
	部署・職名
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	

	質問事項
	区分・書類名
	

	
	質問項目
	

	
	項　　番
	
	ページ数
	

	（質問内容）


（注）質問は要点を簡潔に記載すること。
（様式２）
参加申込書
令和　　　年　　　月　　　日
（宛先）　野田市長
所在地　　　　　　　　　　
事業者名
代表者氏名　              　　　　印
担当者所属　
氏　　　　名
電話番号
令和　　年　　月　　日付けで公募公告しました「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」について、「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務の公募型プロポーザル（総合評価方式）募集要項」に基づき、下記の書類を添えて公募型プロポーザルへの参加を申し込みます。
記
添付書類
（１）申立書（様式３）
（２）履歴事項証明書（写し可）
（３）法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の３）
（４）記載事項証明書（納税に関する事項）（様式４）
（５）財務諸表（貸借対照表及び損益計算書）又はこれに類するもの（過去３年分）、新規設立の場合は財産目録
（６）会社概要等、会社の事業内容が分かるもの（任意様式）
（７）次の資格等を取得・保有を証する書類（認証書(写)等）
①ISO/IEC27001またはJIS Q 27001に基づく認証（情報セキュリティマネジメントシステム）
②ISO9001に基づく認証（品質マネジメントシステム）
③JIS Q 15001に基づく認証（個人情報保護／プライバシーマーク）
（８）図書館システムを平成25年度からの期間で、千葉県内で年間個人貸出点数100万点以上の市立図書館の自治体でシステム構築を行い、継続して3か年度を超える期間にわたって運用した実績を証する契約書等の書類（契約書の写し等）
（９）「iLisfiera」を使用していた自治体でシステム構築を行った実績を証する契約書等の書類（契約書の写し等）
（様式３）
申立書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
（宛先）　野田市長
所在地
事業者名　
代表者氏名 　　　　　　　　　　　印　
「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」に係る公募型プロポーザルへの参加に際し、下記のとおり相違ないことを申し立てます。
記
（１）野田市入札参加資格業者名簿に登録されている者であること。
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項に該当する者ではないこと。また、第2項に規定する参加の制限を受けている者ではないこと。
（３）野田市建設工事等請負業者等指名停止措置要綱の規定による指名停止措置を受けている者でないこと。なお、参加申込書類の提出期限から受注候補者が特定するまで期間に、本市から指名停止措置を受けた者は、参加資格を失う。
（４）法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。
（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用申請をしたときは、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていること及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用申請をしたときは、同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がなされていること。
（６）野田市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１２年５月１１日制定）に基づく指名停止を受けていないこと。
（７）手形交換所による取引停止処分を受けたときは、停止処分を受けてから２年を経過していること又は当該入札日前６か月以内に手形若しくは小切手の不渡りを出していないこと。（８）本業務を実施する組織において、情報保護及び品質管理の観点から、次の資格を取得している者であること。
①ISO/IEC27001またはJIS Q 27001に基づく認証（情報セキュリティマネジメントシステム）
②ISO9001に基づく認証（品質マネジメントシステム）
③JIS Q 15001に基づく認証（個人情報保護／プライバシーマーク）
（９）図書館情報システムを平成20年度からの期間で、千葉県内で年間個人貸出点数100万点以上の市立図書館の自治体でシステム構築を行い、継続して3か年度を超える期間にわたって運用した実績を有する者であること。
（10）「iLisfiera」を使用していた自治体でシステム構築を行った実績を有する者であること。
（様式４）
記載事項証明書（納税に関する事項）
（図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務における公募型プロポーザル審査用）
納税義務者等（証明を受ける法人又は個人）
	住　　所
	

	　
（法人名）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


申請者（代理人）郵送による申請の場合は記入不要
	住　　所
	

	氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


……………………………………………（以下　記入しないこと）……………………………………
	使用目的
	図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務における公募型プロポーザル書類審査用
（参加申込書添付書類）

	本人確認
	①　免許証
	②　保険証
	③　その他（　　　　　　　　）


上記の目的に使用するため、税について下記事項の証明を請求します。

	税　　目
	証明事項
	備　　考

	
	未納なし
	該当なし
	

	法人市民税
	
	
	

	市県民税
	普通徴収
	
	
	

	
	特別徴収
	
	
	

	固定資産税・都市計画税
	
	
	

	軽自動車税
	
	
	

	国民健康保険税
	
	
	


上記のとおり相違ないことを証明します。

	証明書番号
	


令和　　年　　月　　日
千葉県野田市長　　鈴　木　　有
〈注意事項〉
①証明事項の「未納なし」には市税に未納がない場合に、「該当なし」には市税が課されていない場合に税目ごとに確認印が押されます。なお、市税が納められていない場合には証明書は交付されません。
②本証明書は参加資格審査申請に添付する記載事項証明書です。納税義務者等の欄に記入、押印のうえ、野田市役所本庁舎収税課で証明を受けてください。証明を受けていないものは、書類不備となります。証明事項欄、備考欄は収税課職員が記載しますので、記入しないでください。
③納税義務者等が法人の場合は実印（代表者印）を押印します。個人の場合は押印は不要です。申請の際は本人確認のため、申請者の免許証等の提示をお願いします。
④納税義務者が個人の方で、申請者が代理人の場合には委任状（任意様式）が必要です。（納税義務者が法人の場合には、代表者印を押印していただきますので委任状は不要です。）
⑤申請者と納税義務者が同じ方の場合や郵送による場合は、申請者の欄への記載は不要です。代理人による郵送申請はできません。
⑥委任状の様式は任意ですが、市ホームーページの申請書ダウンロードのページに様式がありますので参考にしてください。
（様式５）
令和　　年　　月　　日
技術者体制書
図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務に係る技術者の体制については、次のとおりです。
（１）管理技術者
	所　属
	
	実務経験年数

	役　職
	
	　　年　　月
（令和6年4月1日現在）

	氏　名
	
	

	担当業務の内容
	

	所有資格
	資格の名称
	登録番号
	登録年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※（１）の技術者について、所有資格を証明する書類の写しを添付すること。
（様式７－１）
企画提案書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
（宛先）　野田市長
所在地　
事業者名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
代理人　　　　　　　　　　　　 
　令和　　年　　月　　日付けで公募公告がありました「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」について、「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務の公募型プロポーザル（総合評価方式）募集要項」に基づき提出します。
（様式７－２）
プレゼンテーション企画提案書
【共通】
１　会社概要及びコンプライアンス等
品質管理やセキュリティに対する組織の取り組み
	


２　業務実績
図書館システム構築運用実績　（様式７－３に記載）
iLisfieraからの移行実績　（様式７－４に記載）
３　実施体制
本業務のための実施体制
	


４　スケジュール
本稼動までのスケジュール　（様式７－５に記載）
５　機能強化等の実績
図書館システムの機能強化等の実績
・過去５年間の機能強化等対応　（様式７－６に記載）
６　システム機能
（1） 図書館システムの特色や優位性
	


（2） 図書館システムの機能
	


（3） 情報資産の管理
	


７　セキュリティ・障害対策
（1） セキュリティ対策全般
	


（2） プログラムの脆弱性対策
	


（3） 情報資産の適切な取扱いを確保するための対策
	


（4） 障害発生時の窓口等業務継続方法
	


８　データ移行及びセットアップ
（1） データ移行方法
	


（2） システム並行稼動中の運用方法
	


９　運用、保守サポート体制
運用及び保守
	


１０　その他
独自提案

	


（様式８－１）
価格提案書
令和　　年　　月　　日
　（宛先）　野田市長
所在地
事業者名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
代理人　　　　　　　　　　　　　
次の金額をもって、関係法規及び仕様書など関係書類等を承認のうえ、価格提案をいたします。
	名　　　称
	図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務

	場　　　所
	野田市指定場所

	総額
(消費税相当額を除く)
	
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	一
	円也

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（※上記の金額は、消費税相当額を含まない金額）
[注意]  １　本価格提案書は封筒に入れ、表面に「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務に係る価格提案書」、裏面又は表面に「代理人の住所、氏名」をそれぞれ記入し封緘すること。
２　金額は、アラビア数字で正確に記入すること。
３　頭数字の前に￥を記入すること。
４　野田市契約事務規則（平成２５年野田市規則第２１号）を遵守して提案すること。
（様式８－２）
図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務業務提案価格積算内訳書
システム使用料（使用料）
	
	数　量
	金　　　額

	ソフトウェア
	一式
	円

	ハードウェア
	一式
	円

	初期導入操作研修費用
	一式
	円

	構築費用（データセットアップ経費、導入経費、ＳＥ派遣費等）
	一式
	円

	次期システムへのデータ提供業務費用
	一式
	円

	システム使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　小計①
	円

	①を５年（６０か月）払いした場合の１か月あたりの経費②
	円

	システム使用料　５年（６０か月）払い　　　　　　　合計③
	円


システム運用・保守サービス業務（使用料）
	
	数　量
	金　　　額

	システムの保守サービス業務（稼動維持費用、年次操作研修費用、パッケージソフトウェア等の更新費用、運用サポート費等を含む）
	一式
	円

	ハードウェア保守
	一式
	円

	運用保守料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小計④
	円

	④を５年（６０か月）払いした場合の１か月あたりの経費⑤
	円

	保守サービス業務５年（６０か月）払い　　　　　　　合計⑥
	円


図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務　合計
	⑦月額　（②＋⑤）
	円

	⑧総額　（③＋⑥）
	円


※全て消費税抜きの金額で積算してください。
※本提案価格積算内訳書は価格提案書等（様式8-1、様式8-3）と同封してください。
※本価格提案積算内訳書以外に積算根拠がわかるものがある場合は、その資料を提出してください（任意様式）。
※円未満の記入はしないこと。
（様式９）
委任状
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
（宛先）　野田市長
委　任　者
所在地　　
事業者名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
　私は、次の者を代理人と定め、次の権限を委任します。
受　任　者（代　理　人）
住　　　　所
氏　　　　名 　　　　　　　　　　　　
（委任事項）
貴市において執行される「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」に係る価格提案に関する一切の権限
（様式10－１）
野総行第　号
　令和　　年　 月 　日
事業者名　　　　　　　　　　　　様
野田市長　　鈴　木　　有　
第１次審査結果通知書
貴社は、令和　　年　　月　　日付けで公募公告しました「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」における第１次審査の結果、第２次審査の参加事業者となりましたので、次の日程で第２次審査を行いますので、出席してください。
＝第２次審査日程＝
次の日程で、第２次審査のプレゼンテーション、ヒアリングを行いますので、出席してください。なお、プレゼンテーション等で使用する機器等は、応募者が用意してください。スクリーンと電源コンセントは提供します。
日時　令和　　年　月　日（　）午前・午後　　時　　分から
場所　
（様式10－２）
野総行第　号
令和　　年　 月 　日
事業者名　　　　　　　　　　　　様
野田市長　　鈴　木　　有　
第１次審査結果通知書
貴社は、令和　　年　　月　　日付けで公募公告しました「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」における第１次審査の結果、不採用となりましたので通知します。
（様式11－１）
野総行第　号
令和　　年　 月 　日
事業者名　　　　　　　　　　　　様
野田市長　鈴　木　　有
審査結果通知書
令和　　年　　月　　日付けで公募公告しました「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」における第２次審査の結果、貴社の提案事項を採用することとし、契約候補者と決定しましたのでお知らせします。
（様式11－２）
野総行第　号
令和　　年　 月 　日
事業者名　　　　　　　　　　　　様
野田市長　鈴　木　　有
審査結果通知書
令和　　年　　月　　日付けで公募公告しました「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」における第２次審査の結果、貴社の提案事項は不採用となりましたので通知します。
（様式12）
辞退届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
（宛先）　野田市長
所在地　　
事業者名　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
　令和　　年　　月　　日付けで公募公告しました「図書館システム機器等の賃貸借及び保守サービス業務」に参加を申し込みましたが、提案を辞退したいので届け出ます。
辞退の理由：
